
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。
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目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

施策を取り巻く現状

・特定疾病アフターケア実施費
　アフターケア手帳交付者は38,383名おり、支給対象者等からのアフターケア委託費の支給件数は355,654件であった。うちせき髄損傷（33.3％）が最も多く次いで外傷による脳の器質的損傷（19.3％）、外傷による末梢神経損傷（11.9％）、振動障害（9.5％）と続いている。（令和
４年度）

・労災診療被災労働者援護事業補助事業費
　被災労働者は労災指定医療機関において労災診療費の現物給付を受けているが、近年、労災指定医療機関への支払件数は260万件を超え増加傾向となっている。引き続き、被災労働者が現物給付を受けることにより安心して療養できるよう、労災指定医療機関制度を確
保・維持することが必要であることから本事業により支援していく必要がある。

・労災就学等援護費
現状、労災就学等援護費の受給対象者数は現状8,000名程度で推移しているところ、これらの者が労働災害を原因として就学や就労が不可能となることのないよう、引き続き、社会復帰促進等事業に関する検討会において有識者の意見をいただきながら、適切に制度運用を
行っていく必要がある。

施策実現のための課題

被災労働者の保護のためには、労災保険給付による迅速かつ公正な保護に加え、円滑な社会復帰を促進することが重要である。

被災労働者及びその遺族の援護のためには、これらの者が労働災害を原因として生命・生活の維持が困難となったり、就学、就労が不可能とならないようにするが重要である。

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

迅速なアフターケア手帳の交付、高度専門的な医療の提供等により、被災労働者等の円滑な社会復帰の促進等を
行う。

・被災労働者等の円滑な社会復帰の促進を図るためには、労災保険給付を補完するものとしてアフターケア手帳を迅速に交付するこ
と、高度専門的な医療を提供すること等が必要であるため。
・なお、社会復帰促進等事業は多数の事業を抱合したものであるため、特に予算が多く投入されている以下の事業について評価をす
ることとしている。
　独立行政法人労働者健康安全機構運営費交付金に必要な経費
　特定疾病アフターケア実施費
　義肢等補装具支給経費

迅速な労災就学等援護費等の支給、被災労働者の疾病・障害の特性に応じた介護サービスの提供等により、被災
労働者及びその遺族の援護を図る。

・被災労働者及びその遺族の援護を図るためには、労災保険給付を補完するものとして学資の支弁に充てる費用など必要な費用を迅速に支給
すること、専門的な介護サービスを行うこと等が必要であるため。
・なお、被災労働者等援護事業は多数の事業を抱合したものであるため、特に予算が多く投入されている以下の事業について評価をすることと
している。
　労災特別介護援護経費
　労災就学援護経費
　労災診療被災労働者援護事業補助事業費

施策の概要

労働者災害補償保険法第29条に基づき、被災労働者の社会復帰の促進及び援護、労働災害の防止等を図るために、社会復帰促進等事業として、
①　被災労働者の円滑な社会復帰を促進するために必要な事業（アフターケアの実施、義肢・車椅子等の購入費用等の支給　等）、
②　被災労働者及びその遺族の援護を図るために必要な事業（労災重度被災労働者に対する介護の実施、労災就学等援護費の支給　等）、
③　労働者の安全及び衛生を確保するために必要な事業（第３次産業労働災害防止対策支援事業、産業保健活動総合支援事業費補助金、未払賃金の立替払事業　等）、
などの諸事業を行うもの。
ただし、③については、施策目標Ⅲ-２-１「労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること」に含まれている。

【医療リハビリテーションセンターについて】
労働災害等による四肢・脊椎の障害、頭部外傷等により中枢神経麻痺などの障害を被った労働者に対し、高度かつ専門的な医療水準の治療及び医学的リハビリテーションを行うため、独立行政法人労働者健康安全機構が医療リハビリテーションセンターを設置・運営してい
る。

【アフターケア制度について】
症状固定後の被災労働者に対し残存する障害の特質から、身体及び精神に動揺を来したり、障害に付随する疾病を発症させるおそれがある場合に、被災労働者の社会復帰を促進するため、アフターケアとして予防その他の保健上の措置を実施している。
支給要件を満たす者にアフターケア手帳の交付事務を行い、被交付者は、当該手帳を労災指定医療機関に提示することで、アフターケアを受けることができる。

【義肢・車椅子等の購入費用等の支給について】
業務災害等により四肢を失った者や身体機能を失った者が義肢等補装具業者との契約により義肢等補装具を注文、製作等した場合において、その費用を被災労働者又は委任された義肢等補装具業者に対し支給している。

【労災特別介護施設について】
国が全国８か所に設置した労災特別介護施設（ケアプラザ）において、在宅での介護を受けることが困難な労災重度被災労働者（傷病・障害等級が第１級～第３級に該当する労災年金受給者）に対し、その傷病・障害の特性に応じた専門的な施設介護サービスを提供するとと
もに、当該施設を利用して短期滞在型介護サービスを提供している。

【労災就学援護経費について】
労働災害による重度障害者、長期療養者及び遺族であって、本人又は生計を同じくする子等に係る学費等の支弁が困難であると認められる方に、以下の労災就学援護費を支給している。
  ①小学生・・・・・在学者１人につき月額15,000円（一人月額）
　②中学生・・・・・在学者１人につき月額21,000円（通信制課程に在学する者にあっては18,000円）（一人月額）
　③高校生等・・・在学者１人につき月額20,000円（通信制課程に在学する者にあっては17,000円）（一人月額）
　④大学生等・・・在学者１人につき月額39,000円（通信制課程に在学する者にあっては30,000円）（一人月額）
※いずれも令和６年度の月額。

令和６年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること（施策目標Ⅲ－３－２）
　基本目標Ⅲ：働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること
　　施策大目標３：労働災害に被災した労働者等に対し必要な保険給付を行うとともに、その社会復帰の促進等を図ること

担当
部局名

労働基準局
　総務課過労死等防止対策推進室
　労災管理課
　補償課
安全衛生部計画課
人材開発統括官特別支援室

作成責任者名

総務課長　佐々木　菜々子
労災管理課長　松永　久
補償課長　児屋野　文男
計画課長　 佐藤　俊
特別支援室長　稲田　剛

（厚生労働省６（Ⅲ－３－２））



基準年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和５年度 令和６年度

80% 80% 80% 80% 80%

90.7% 90.4% 93.2% 93.9%

80% 80% 80% 80% 80%

80.3% 80.1% 80.0% 80.1%

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

3 18回 17回 17回 21回

4 95.1% 95.8% 96% 95.5%

令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

544百万円 1,064百万円

443百万円 885百万円

43百万円 49百万円

28百万円 49百万円

3,427百万円 3,430百万円

3,331百万円 3,370百万円

3,495百万円 3,358百万円

2,932百万円 2,802百万円

98,444百万円 96,571百万円

87,958百万円 87,197百万円

(5)
特別支給金
（昭和49年度）

97,783百万円 －
　災害補償たる保険給付への上積補償として、休業特別支給金等を支給する。被災労働者及びその遺族の援護を図るために実施していることから、施策目標に寄与す
る。

002455

(4)
特定疾病アフターケア実施費
（昭和43年度）

3,400百万円 2

　症状固定後においても後遺症状に動揺をきたしたり、後遺障害に付随する疾病を発症させるおそれのあるせき髄損傷、精神障害等の20傷病を対象として、医療機関に
おいて診察、保健指導、薬剤の支給及び検査等の必要な措置を行う。
　また、アフターケアのための通院に要する費用を支給する。
　本事業は、労災保険給付を補完するものとして症状固定後において、診察、保健指導、薬剤の支給及び検査等必要な措置を行い、またアフターケアのための通院に要
する費用を支給することにより、被災労働者の円滑な社会復帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002460

(3)
義肢等補装具支給経費
（昭和25年度）

3,622百万円 －

　義肢等補装具支給対象者が、義肢等補装具業者との契約により義肢等補装具を注文、製作等した場合において、その費用を被災労働者又は委任された義肢等補装
具業者に対し支給する。
　また、義肢等補装具の採型等に要する旅費を支給する。
　本事業は、労災保険給付を補完するものとして義肢等補装具の注文、製作等に要する費用、採型等に要する旅費を支給することにより、被災労働者の円滑な社会復
帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002459

002453

(2)
外科後処置費
（昭和23年度）

31百万円 －

　労働者災害補償保険法による障害（補償）給付の支給決定を受けた者であって、外科後処置により障害（補償）給付の原因である障害によって喪失した労働能力を回
復し、又は醜状を軽減し得る見込みのある者等に対し、実施医療機関において手術その他の医療等の給付を行う。
　また、外科後処置のため通院に要する費用を支給する。
　本事業は、労災保険給付を補完するものとして手術その他医療等の給付及び外科後処置のための通院に要する費用を支給することにより、被災労働者の円滑な社会
復帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002458

達成手段１
（開始年度）

令和６年度
予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

(1)
障害者職業能力開発校整備等
（昭和22年度）

805百万円 －
　国立障害者職業能力開発校の校舎や機器の老朽化、障害の重度化・多様化に対応した訓練科目の整備に伴い、効率的・効果的な職業訓練を実施するために必要な
改修工事や機器整備を行う。
　本事業は、被災労働者の社会復帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

医療リハビリテーションセンター（（独）労働者健康安全機構）と職業リハビリテーションセンタ－（（独）
高齢・障害・求職者雇用支援機構）との職業評価会議（運営協議会、OA講習を含む。）の実施件数
（アウトプット)

医療リハビリテーションセンター（（独）労働者健康安全機構）が職業リハビリテーションセンタ－（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構）と職業
評価会議を開催し、個々の患者のリハビリテーションの評価を行い、患者毎のリハビリーションのプログラムの改良及び退院後のケア（ＯＡ講習
等）を実施することが、専門的な治療及び高度な医療水準のリハビリテーションの提供に資するため、参考指標として設定した。
なお、患者へ手厚いケアを行うとともに社会復帰の促進を図るため、少なくとも月１回は、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が運営する国立
吉備高原職業リハビリテーションセンターと情報共有を行う必要があると考え、年間12回以上、職業評価会議を実施している。

義肢等補装具の購入等に係る申請及び旅費の請求から決定までに要する期間が1ヶ月以内で
あったものの割合（アウトカム）

業務災害等により四肢を失った者や身体機能を失った者の早期社会復帰を図るために、身体機能を補完・代替するための義肢、装具、車椅子
等を支給するところであり、申請から決定までを迅速に処理することが必要であるため。

（参考）令和５年度実績値95.5％は分母：義肢等補装具の購入、修理及び旅費の支給申請の件数（9,283件）、分子：受付から１か月以内に決定
された件数（8,867件）から算出したもの。

四肢・脊椎の障害、頭部外傷等による中枢神経麻痺などの障害を被っ
た被災労働者の円滑な社会復帰を促進すべく、医療リハビリセンターで
専門的な治療及び高度な医療水準のリハビリテーションを提供すること
により、医学的に職場・自宅復帰可能状態となる患者の割合を増やす
必要があるため。なお、治療を継続すべきである患者の数は当該指標
に含めない。

（参考）令和５年度実績値93.9％は分母：退院患者数（82人）、分子：医
学的に職場・自宅復帰可能である患者数（77人）から算出したもの。

当該数値目標については、医療リハビリテーションセンターが提供する
医療の質に加え、対象患者の傷病の重症度にも影響を受けるため、こ
うした不確実な要素に影響される取組について数値目標のアップを求
めることは職員のモチベーション低下につながる懸念があるとともに、
数値目標の達成を最優先とするあまり入院患者を意図的に選別すると
いう事態にもつながりかねない。したがって、医療リハビリテーションセ
ンターにおける実績の推移（右肩上がりではないこと）及び国民の視点
から妥当と判断される水準等を考慮し、入院患者の重症度如何にかか
わらず確実に達成すべき数値目標として、中期目標と同率の80％以上
とした。

2

アフターケア手帳の交付申請及び
通院費の請求から決定までに要す
る期間が1ヶ月以内であったものの
割合（アウトカム）

88% 平成28年度 80% 毎年度

アフターケア手帳の交付及び通院費については、症状固定後も後遺症
状に動揺をきたし、後遺障害に付随する疾病を発症させる恐れのある
20の傷病を対象として、被災労働者の円滑な社会復帰を促進する観点
から医療機関での診察や薬剤の支給及び検査等に必要な経費を支給
しているところであり、申請から決定までを迅速に処理することが必要で
あるため。

（参考）令和５年度実績値80.1％は分母：アフターケア手帳交付申請とア
フターケア通院費の支給申請の件数（4,170件）、分子：受付から１か月
以内に決定された件数（3,340件）から算出したもの。

標準処理期間（１か月）を定めた本省通達を踏まえ、都道府県労働局
では重点課題として、業務実施計画等において標準処理期間内の迅
速・適正な処理を行うことを定めているところ、例年の実績に鑑み目標
値を設定している。

1
医学的に職場・自宅復帰可能であ
る医療リハビリテーションセンターの
退院患者の割合（アウトカム）

90% 平成28年度 80% 毎年度

（参考指標） 選定理由

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

目標年度



11,221百万円 11,233百万円

11,221百万円 11,233百万円

2,238百万円 1,438百万円

2,003百万円 1,283百万円

298百万円 362百万円

288百万円 362百万円

496百万円 494百万円

496百万円 494百万円

955百万円 907百万円

952百万円 905百万円

基準年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和５年度 令和６年度

90% 90% 90% 90% 90%

93.3% 94.0% 93.7% 92.6%

80% 80% 80% 80% 80%

83.0% 83.0% 81.5% 82.9%

目標値
（44,038）

以上

目標値
（44,486）

以上

目標値
（44,829）

以上

目標値
（45,132）

以上

目標値
（45,281）

以上

44,186 44,529 44,832 44,981

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

8 100% 100% 100% 100%

9
16.3%～
45.4％

集計中
（令和６年

11月頃集計
完了予定）

（参考指標） 選定理由

毎月10日までに受け付けた労災保険指定医療機関からの貸付の請求について、当月末までに支払を行うも
のの割合（アウトプット）

　労災保険の診療費については、労災指定医療機関から都道府県労働局に対して請求し、都道府県労働局において審査の上支払を行ってい
るが、業務上外の認定等に時間を要することにより診療の支払にも時間を要するすることがあり、患者の本人負担がない労災診療費について
指定医療機関の経済的な負担を軽減させるためには、都道府県労働局による支払決定が行われるまでの間、迅速に貸付を行うことが必要であ
るため。

各都道府県の医療機関に労災指定医療機関が占める割合（アウトプット） 各都道府県の医療機関に労災指定医療機関が占める割合を、参考指標として設定した。

42,266 平成28年度
前年度

＋300件以上
毎年度

労働者災害補償保険法施行規則第11条に基づき療養の給付を行うこと
ができる労災保険指定医療機関制度を拡大することで、被災労働者が
経済的な負担を被ることなく、療養（補償）給付を受けることを可能とす
ることにより、被災労働者等の援護が図られるため。

着実に労災保険指定医療機関数を増加させることが重要であるため、
前年度から300件以上の増加を目標値として設定している。

労災特別介護施設は在宅での介護が困難な労災重度被災労働者（傷
病・障害等級が第１級から第３級に該当する労災年金受給者）に対し、
その特性に応じた専門的な介護サービスを確実に提供することにより、
労災重度被災労働者の生命・生活維持に必要な援護を図ることを目的
としている施設であり、入居者が満足できる質の高いサービスを提供す
ることが、被災労働者等の援護にとって必要であるため、介護サービス
の有用性を指標とした。

（参考）令和５年度実績値92.6％は、分母：アンケート総回答数（各設問
への回答（「満足」・「まあ、満足」・「やや、不満足」・「不満足」・「どちらと
もいえない」から一つを選択する）のうち、「どちらともいえない」を除いた
もの）の件数（12,601件）、分子：有用の評価を示す回答（「満足」もしくは
「まあ、満足」と答えたもの）件数（11,673人）から算出したもの。

目標値（90％）について、入居者からのニーズは多岐に渡り、サービス
に対する評価は自ずと厳しくなるものと考えられ、施設運営においては
相当の努力が不可欠であり、こうした中でこれまでの実績が概ね90％
台前半であることを踏まえると、目標値は妥当な数値であると考えられ
る。

6
労災就学等援護経費の申請から決
定までに要する期間が1ヶ月以内で
あったものの割合（アウトカム）

85.5% 平成28年度 80% 毎年度

労災就学等援護経費は支給対象者等から申請があった際に、審査し、
支給する事業であるから、迅速に処理することが、被災労働者及びその
遺族の援護にとって必要であるため。

（参考）令和５年度実績値82.9％は分母：申請件数（708件）、分子：1ヶ
月以内の処理件数（587件）から算出したもの。

就学等援護経費を適切に支給するためには、被災労働者との身分関
係、支給対象者が学校又は保育園等に在籍していること及び労災年金
の受給権者と生計を同じくしていることについて確認の上審査を行う必
要があるため、支給決定までには一定程度の期間を要するところ、例
年の実績を鑑み目標値を設定している。

5

労災特別介護施設の入居者に対す
るアンケート調査で、介護サービス
が有用であった旨の回答をした入居
者の割合（アウトカム）

93.5% 平成28年度 90% 毎年度

7
労災保険指定医療機関数（アウトカ
ム）

達成目標２について

測定指標（アウトカム、アウトプット） 基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

目標年度

(10)
労災疾病臨床研究事業
（平成26年度）

993百万円 －

　本事業の目的を達成するため、以下の研究事業を行う研究者個人又は法人に対し、研究に必要な経費を補助する。
①労災保険給付の迅速かつ適正な給付事務の推進に資することを目的とする研究事業
②労災疾病に係る診断技術水準の向上を図ること及び労災疾病の判断が困難な疾病に対する確定診断技術の向上を図ることを目的とする研究事業
③放射線業務に従事した労働者に係る健康影響等、今後の労災補償行政及び労働安全衛生行政の新たな施策の推進等に資することを目的とする疫学研究事業
④労働者の社会復帰促進等に資することを目的とする調査研究事業
⑤過労死等に関する実態調査、過労死等の効果的な防止に関する研究その他の過労死等に関する調査研究等、過労死等防止対策推進法に基づく調査研究事業
　本事業は、被災労働者の社会復帰の促進、労働者の安全及び衛生確保等を図るための事業であるから、施策目標に寄与する。

002473

(9)
CO中毒患者に係る特別対策事業経費
（平成18年度）

494百万円 －

　CO中毒患者の特殊な障害の状態に応じた適切な医療等を提供するため、次の業務を委託している。
・医療･看護体制等の整備
・リハビリテーションの実施
・送迎の実施
　本事業は、被災労働者の社会復帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002462

(8)
社会復帰特別対策援護経費
（平成17年度）

291百万円 －
　振動障害者等支給対象者に対し、就職準備金その他移転等に要する費用や、職場転換等した当該労働者の賃金助成、訓練、講習の費用等を支給する。
　本事業は、労災保険給付を補完するものとして振動障害等支給対象者に就職準備金その他移転に要する費用や、職場転換等を行った当該労働者の賃金助成、訓
練、講習の費用等を支給することにより、被災労働者の円滑な社会復帰の促進を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002461

(7)
独立行政法人労働者健康安全機構施
設整備に必要な経費
（平成16年度）

1,461百万円 －
　独立行政法人労働者健康安全機構に対して、交付金施設の整備及び機器整備等の補助を行う。
　被災労働者の社会復帰の促進、労働者の安全及び衛生確保等を図るための事業に係る施設整備等であることから、施策目標に寄与する。

002472

(6)
独立行政法人労働者健康安全機構運
営費交付金に必要な経費
（平成16年度）

12,180百万円 1

　労災疾病等に係る研究開発、高度専門的な医療の提供、円滑な職場復帰や治療と就労の両立支援等の取組を通じて、労働者の業務上疾病等に係る予防・治療・職
場復帰を一貫して実施することや、せき損等の重度の障害者に対する高度・専門的な治療・リハビリ等の提供等を行っているほか、事業場における災害の防止並びに労
働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行っている。
　本事業は、被災労働者の社会復帰の促進、被災労働者及びその遺族の援護、労働者の安全及び衛生確保等を図るための事業であることから、施策目標に寄与す
る。

002454



令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

６百万円 ６百万円

５百万円 ５百万円

2,426百万円 2,426百万円

2,061百万円 2,064百万円

461百万円 430百万円

461百万円 429百万円

1百万円 1百万円

1百万円 １百万円

2,576百万円 2,915百万円

2,576百万円 2,915百万円

457百万円 417百万円

310百万円 119百万円

1,741百万円 1,875百万円

1,741百万円 1,875百万円

47百万円 49百万円

47百万円 49百万円

14百万円 14百万円

14百万円 14百万円

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

施策の予算額（千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度

政策評価実施予定
時期

令和７年度129,323,557 127,105,649 129,520,472

施策の執行額（千円） 117,553,473 116,118,643

（19）
過労死等援護事業実施経費
（平成28年度）

14百万円 －
　「過労死等防止対策推進法」及び同法に基づき策定した「過労死等の防止のための対策に関する大綱」を踏まえ、過労死等の防止のための活動を行う民間団体の支
援を行うため、被災労働者の遺族の援護の観点から、過労死として認定された労働者の遺児等を対象とした交流会等を外部委託により実施する。
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002446

（18）
長期家族介護者に対する援護経費
（平成7年度）

46百万円 －
　要介護状態にある重度被災労働者が業務外の事由により死亡した場合に、長期にわたり介護に当たってきた遺族に対して、遺族の生活の激変を緩和し自立した生活
への援助を行う観点から生活転換援護金（一時金100万円）を支給する。
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002470

（17）
労災特別介護援護事業経費
（平成元年度）

1,888百万円 5

　国が全国８か所に設置した労災特別介護施設（ケアプラザ）において、在宅での介護を受けることが困難な重度被災労働者（傷病・障害の等級が第１級～第３級に該当
する労災年金受給者）に対し、その傷病・障害の特性に応じた専門的な施設介護サービスを提供するとともに、当該施設を利用して短期滞在介護サービス等を提供す
る。
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002468

（16）
労災特別介護施設設置費
（平成元年度）

416百万円 －
　国が全国８か所に設置した労災特別介護施設の経年劣化に対応するため、当該施設・設備の特別修繕を実施する。
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護等を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002467

（15）
労災診療被災労働者援護事業補助事
業費
（平成元年度）

3,019百万円 7

　労災指定医療機関において被災労働者への診療（国による被災労働者に対する現物給付）に要した費用が国から労災指定医療機関に支払われるまでの間、（公財）
労災保険情報センターが労災指定医療機関に対し無利子で当該費用について貸付をするために必要な費用について補助を行う。
　本事業は、被災労働者への診療に要した費用が国から労災指定医療機関に支払われるまでの間の当該費用に相当する額について補助を行うことにより、被災労働者
の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002457

（14）
休業補償特別援護経費
（昭和57年度）

１百万円 －

　休業補償給付は労働者が業務上の事由による負傷又は疾病による療養のため、労働することができないために賃金を受けない日の第４日目から支給される。第３日
目までの３日間については使用者は労働基準法第76条に定める休業補償を行わなければならないが、この休業待期3日間の休業補償をやむを得ない事由で受けること
ができない遅発性疾病にり患した被災者に対し、休業補償3日分に相当する額を支給する。
　本事業は、じん肺や振動障害等の遅発性疾病にり患し、業務上疾病と認められた労働者のうち、事業場が廃止されるなどにより、事業主から労働基準法第76条に定
める休業待期３日間の休業補償を受けられない者に対し、その相当額を支給することにより、被災労働者の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与す
る。

002469

（13）
労災ケアサポート事業経費
（昭和52年度）

429百万円 －

　全国の労災年金受給者及びその家族に対して、次の業務を実施する。
①介護、看護、健康管理等に関する看護師等による訪問支援
②健康管理に関する医師による医学専門的指導・相談
③在宅で介護を要する労災重度被災労働者の傷病・障害の特性に応じた介護を行う労災ホームヘルパーによる専門的介護の提供及び養成
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。

002466

002463

（12）
労災就学等援護経費
（昭和45年度）

2,357百万円 6

　業務災害又は通勤災害によって亡くなられた方のご遺族や、重度障害を受けられ、あるいは長期療養を余儀なくされた方で、その子供等に係る学費等の支弁が困難で
あると認められる方に、以下の労災就学援護費を支給する。
①小学生・・・15,000円（一人月額）
②中学生・・・21,000円（通信制課程に在学する者にあっては、18,000円）（一人月額）
③高校生等・・・20,000円（通信制課程に在学する者にあっては、17,000円）（一人月額）
④大学生等・・・39,000円（通信制大学に在学する者にあっては、30,000円）（一人月額）
　※いずれも令和５年度の月額
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であることから、施策目標に寄与する。（令和３年度より、労災就労保育援護経費と統合）

002465

達成手段２
（開始年度）

令和６年度予
算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

（11）

炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に
関する特別措置法に基づく介護料支給
費
（昭和43年度）

５百万円 －

　一酸化炭素中毒症により療養補償給付を受けている者であって、常時介護を必要とする者に、以下の介護料を支給する。
①常時監視及び介助を要する者　（最高限度額172,550円、最低保障額77,890円）
②常時監視を要し、随時介助を要する者　（最高限度額129,460円、最低保障額58,390円）
③常時監視を要するが、通常は介助を要しない者　（最高限度額86,280円、最低保障額38,900円）
　※いずれも令和５年度の月額
　本事業は、被災労働者及びその遺族の援護を図るための事業であるから、施策目標に寄与する。


